
（３）障害児保育の推進

　厚生労働省においては、障害のある児童の
保育所での受入れを促進するため、昭和49年
度より障害児保育事業において保育所に保育
士を加配する事業を実施してきた。
　当該事業については、事業開始より相当の
年数が経過し、保育所における障害のある児
童の受入れが全国的に広く実施されるように
なったため、平成15年度より一般財源化し、
平成19年度より地方交付税の算定対象を特別
児童扶養手当の対象児童から軽度の障害児に
広げる等の拡充をしている。
　また、平成27年度より施行した子ども・子
育て支援新制度においては、①障害のある児
童等の特別な支援が必要な子供を受け入れ、
地域関係機関との連携や、相談対応等を行う
場合に、地域の療育支援を補助する者を保育
所、幼稚園、認定こども園に配置、②新設さ

れる地域型保育事業について、障害のある児
童を受け入れた場合に特別な支援が必要な児
童２人に対し保育士１人の配置を行うことと
している。
　このほか、障害のある児童を受け入れるに
当たりバリアフリーのための改修等を行う事
業や、障害児保育を担当する保育士の資質向
上を図るための研修を実施している。

■図表５-２

資料：文部科学省
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